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(1)東京地裁平成 25年 2月 19日判決の判例評釈の中で、第一の方途による解決を目指すも
のとして、本間靖規「判批」JCA60巻 10号 41頁（2013）、上田竹志「判批」法セ 708
号 122頁（2014）、木棚照一「判批」発明 111巻 6号 72頁（2014）、駒田泰土「判批」
新・判例解説Watch16号 261頁（2015）、岡成玄太「判批」ジュリ 1486号 91頁、本間
学「判批」金沢 58巻 2号 109頁（2016）がある。他方、第二の方途による解決を目指
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(2)なお、別件訴訟〔1〕は、控訴審として名古屋高判平成 25年 5月 17日（平成 24年（ネ）




































































































































































(8)中西康「外国判決の承認・執行における revision au fondの禁止について（四・完）」論
叢 136巻 1号（1995）27頁。
51

































































る名古屋地裁と水戸地裁が専属管轄となるからである（民執法 24条 1項、同法 19条）。
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(20)例えば、東京地判昭和 30年 12月 23日下民集 6巻 12号 2679頁・東京高判昭和 32年 7
月 18日下民集 8巻 7号 1282頁〔中華国際新聞社事件〕、大阪地中間昭和 48年 10月 9日
判時 728号 76頁〔関西鉄工事件〕など。







































訟競合の規律―利益衡量の 1つの試みとして―」愛媛 17巻 1号 1頁（1990）、岡野祐子
「イギリス国際私法における国際的訴訟競合―1968年EC条約による影響を中心に―」奈


































(28)海老沢美広「外国裁判所における訴訟係属と二重起訴の禁止」青法 8巻 4号 1頁 1頁
（1970）、矢吹徹雄「国際的な重複訴訟に関する一考察」北法 31巻 3＝ 4号 1214頁（1981）、
澤木敬郎「国際的訴訟競合」鈴木忠一＝三ヶ月章『新・実務民事訴訟法講座 7』（日本
評論社・1982）116頁、道垣内正人「国際的訴訟競合（5・完）」法協 100巻 4号 742頁
（1983）、同「国際訴訟競合」高桑昭＝道垣内正人編『新・裁判実務大系第 3巻国際民事訴
訟法（財産法関係）』（青林書院・2002）1頁、安達・前掲注（23）390頁など。また、裁































　ただし、平成 23年民訴法が施行された平成 24年（2012）4月 1日において、本件訴
訟は既に係属していたことから、同法の適用はない（同法附則 2条 1項）。したがって、
当時も現行法と同様の条理が妥当していたか、平成 23年民訴法施行前の基準である特段






























































































































い。東京地中間判平成元年 5月 30日判時 1348号 91頁も「民事訴訟法上、訴訟手
続の中止が認められるのは、裁判所の職務執行不能による場合（同法 220条。現






















































明治大学　法律論叢 89巻 2・3号：責了 book.tex page65 2017/02/01 20:32
外国確定給付判決の執行判決手続と消極的確認訴訟（岡田）
⑷ 私見


























(50) Harbscheid, Zur Beru¨cksichtigung der Rechtsha¨ngigkeit eines Ausla¨ndischen
Verfahrens, RabelsZ 31, 1967, S.254; Hau, Positive Kompetenzkonflikte im
Internationalen Zivilprozeßrecht, 1996, S.114f; Geimer, Internationales
Zivilprozessrecht, 6.Aufl. 2009, Rdnr.2688; Schack, Internationales Zivilverfahrensrecht,
5.Aufl. 2010, Rdnr.833ff; Linke/Hau, Internationales Zivilverfahrensrecht,
5.Aufl. 2011, Rdnr259.
65





























(52) Harbscheid, a.a.O. (Fn.50), S.266ff; Geimer, a.a.O. (Fn.50), Rdnr2712; Hau, a.a.O.
(Fn.50), S.159f.; Rosenberg/Schwab/Gottwald, Zivilprozessrecht, 17.Aufl. 2010,
S.540; Linke/Hau, a.a.O. (Fn.50), Rdnr259.
(53) Benkard/Grabinski/Zu¨lch, Patentgesetz, 11.Aufl. 2015, §139 Rdnr.107; Kraßer/Ann,
Patentrecht, 7.Aufl. 2016, S942; Busse/Keukenschrijver/Kaess, Patentgesetz,
8.Aufl. 2016, §140 Rdnr.7ff.
66

































明治大学　法律論叢 89巻 2・3号：責了 book.tex page68 2017/02/01 20:32
法律論叢 89巻 2・3合併号
思および訴訟経済をも考慮することを要件としている。とすれば、国際訴訟競合に
おいて特許法 168条を類推適用して訴訟手続を中止する場合にも、受訴裁判所は
①受訴裁判所が承認予測につき困難な事情があること、②衡平の理念ならびに③当
事者の意思および訴訟経済を考慮した上で中止するか否かを判断すべきである。
Ⅴ　おわりに
本稿では、外国給付訴訟判決が確定した後の執行判決訴訟と消極的確認訴訟との
競合が生じた場合において、国際訴訟競合の問題として処理することを試みた。そ
して、承認予測説に立脚した上で、特許法 168条 2項を類推適用により訴訟手続
を中止することで、わが国の裁判所は外国訴訟の帰趨を見定めることができるとの
結論に至った。訴訟手続の中止は、最終的には立法による解決が望ましいであろ
う。しかし解釈論としても、訴訟手続の中止は、特にわが国において執行判決訴訟
が既に係属している場合には、承認予測の帰趨を見定めるために訴訟を中止すべき
期間が外国訴訟そのものが係属する国際訴訟競合の場合に比べ比較的短期間とな
ることから、より受け入れやすい妥当なものと考える。
（明治大学法学部准教授）
68
